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生活に求めることに関する意識

10年から15年先の将来を考えたとき、生活に求めるこ
ととしては、「心の豊かさやゆとりのある生活に重きを
おきたい」が71.1％、「物質的な面で生活を豊かにする
ことに重きをおきたい」が15.3％でした。
なお、国民生活に関する世論調査（内閣府 令和元年実
施）では、「物質的にある程度豊かになったので、これか
らは心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重き
をおきたい」が62.0％、「まだまだ物質的な面で生活を
豊かにすることに重きをおきたい」が29.6％でした。

以下のグラフは、各種の施策に対する満足度を横軸で、
充実希望度を縦軸で示しています。水や緑、環境や安全
安心に対しては満足度が比較的高くなっている一方
で、商工業や道路整備、都市整備、交通に対しては満足
度が比較的低くなっています。
また、今後の充実希望度については安全安心が高く、
さらなる充実が求められています。

まちづくりに関する市民意識第５章

「小平市政に関する世論調査」や平成30年度に実施した「小平市長期総合計画策定のための市民アンケー
ト調査」の結果は次のとおりです。

資料：小平市政に関する世論調査 資料：小平市政に関する世論調査

資料：小平市長期総合計画策定のための市民アンケート調査（平成30年）

小平市の住み良さに関する意識 小平市への定住意向に関する意識

小平市の住み良さについて「非常に住みよい」という
回答は調査ごとに増加しています。

小平市への定住意向について「ずっと住み続けたい」
という回答は調査ごとに増加しています。

まちづくりの各分野における現在の満足度と
今後の充実希望度
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非常に住みよい

住みにくい どちらともいえない 無回答

まあまあ住みよい やや住みにくい ずっと住み続けたい

物質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい
心の豊かさやゆとりのある生活に重きをおきたい

どちらともいえない（わからない）

無回答

転居したい どちらともいえない 無回答

当分すみ続けたい できれば転居したい

※平成28年度調査から、選択肢の文言を「永住したい」から「ずっと住み続けたい」
　に変更したため、単純な比較はできません。
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資料：小平市長期総合計画策定のための市民アンケート調査（平成30年）
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小平市では、平成9(1997)年度から、効果的・効率的な市政運営を行うことを目的とする行財政改革に取
り組んできました。その後、地方自治体を取り巻く社会経済状況は、地方分権改革、三位一体改革、少子高齢
化などに伴い、大きく変化しました。税収の大幅な伸びが期待できず、財政の硬直化が進む厳しい状況下に
おいて、平成18(2006)年3月に策定した第三次長期総合計画の将来都市像の実現のためには、行財政運営
の仕組みを抜本的に見直し、時代の要請に対応できる体制への再構築を図る必要がありました。
そこで、平成19(2007)年3月に「行財政再構築プラン」を策定し、「パートナーシップと役割分担による効
果的なサービスの提供」、「成果指向のマネジメントシステムによる市民本位のサービスの提供」、「市政を支
える経営基盤の強化」の3つの方向性を目指し、①地域協働の推進、②情報の共有と双方向のコミュニケー
ション、③PDCA*サイクルの構築、④財政基盤の強化、⑤執行体制の再構築、の5つの方針を掲げ取組を進め
ました。

行財政再構築プラン

これまで小平市では、第三次長期総合計画において、「健全で、進化するまちをめざして-地方自治・行財政-」
を基本的な施策の一つに位置づけ、個別計画として行財政再構築プランを策定し、行財政再構築の取組を進め
てきました。
しかしながら、経済、テクノロジー、気候変動、人口構造などの点において社会全体が大きな転換期を迎える
中で、施策の展開とそれを生み出す様々な資源の配分を一体不可分のものと捉え、迅速性、戦略性をもって進
めていくことが、一層求められます。
その実現のためには、施策や事業分野の方向性を示して推進する計画と、公共サービスをいかに効果的、
効率的に提供し続けるかを示す計画とを、ひとつの体系の中に位置づけ、相互に連動させていくことが有効
であることから、従来の行財政再構築プランの行財政再構築方針に当たる部分については、「自治体経営方
針」として定め、基本構想に一本化して位置づけることとしました。

第四次長期総合計画との一本化

行財政再構築プランとの関係第６章

第
1
編




